
令和6年度創業保証利用企業アンケート
とりまとめ

本アンケートに関するお問い合わせ先

企業支援部業務企画課
（担当 楠本、和田）
TEL 092-415-2609
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当協会の創業保証利用企業からご意見・ご要望の聴取を行い、今後の創業者
向けの支援のさらなる充実を図るうえでの参考とするため

平成31年４月～令和6年3月に創業に関する保証をご利用いただいた3,000先

（参考）アンケートの送付先および回答先の業歴

令和６年度創業保証利用企業アンケート

◆実施目的

◆対 象 者

令和6年6月24日（月）～7月24日（水）

734先（回答率26.0％） ※不着分175先を除く

｢用紙回答｣335件：46％、｢ＷＥＢ回答｣399件：54％

◆実施期間

◆回 答 数

◆回答種別

（n=3,000）（n=732）

1年未満 1年以上
2年未満

2年以上
3年未満

3年以上
4年未満

4年以上
5年未満

5年以上



◇お客さまの創業当時の情報をお答えください◇

業種構成は、｢サービス業｣が24％、｢医療・福祉｣が16％と続く。
当協会全体の利用者と比較し、サービス業・医療福祉・飲食業の割
合が高い。
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（１）事業所所在地（本店・店舗） （２）業 種

（参考）当協会利用者全体の管轄地区（令和５年度末）

事業所所在地は、｢福岡地区｣が59％と約6割を占める。当協会全体
の利用者と比較し、「福岡地区」での利用者が多い。

※地区分けは当協会の管轄地区基準

福岡地区

59%（420）
北九州地区

23%（165）

筑後地区

13%（92）

筑豊地区

4%（28）

福岡県外

1%（3）
（n=708）

製造業

3%（20）

建設業

14%（100）

卸売業

5%（37）

運輸・通信業

2%（18）
小売業

9%（68）
飲食業

15%

（109）
不動産業

4%（33）

サービス業

24%（174）

医療・福祉

16%（116）

その他

8%（56）

（n=731）

（参考）当協会利用者全体の業種構成比（令和5年度末）

福岡地区

51%（37,122）北九州地区

24%（17,457）

筑後地区

18%（12,694）

筑豊地区

7%（5,141）

（n=72,414）

製造業

8%（6,121）

建設業

24%（17,113）

卸売業

8%（6,103）

運送倉庫業

2%（1,651）

小売業

12%（9,015）

飲食業

11%（8,005）

不動産業

6%（4,149）

サービス業

20%（14,103）

医療・福祉

7%（4,940）

その他

2%（1,214）
（n=72,414）



◇お客さまの創業当時の情報をお答えください◇

組織形態は、｢個人事業主｣が54％、｢法人｣が46％と個人形態がや
や多い。また当協会利用者全体と比較して個人事業主の割合が高い。
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（３）組織形態 （４）従業員数

従業員数は「0～5人」が86％、「6～20人」が12％とほぼ小規
模企業者で構成されている。また当協会利用者全体と比較して
「0~5人」の小規模割合が4㌽高い。

個人事業主

54%（393）

法人

46%（338）

（n=731）

0～5人

86%（628）

6～20人

12%（88）

21～50人

2%（13）

51～100人

0%（3） （n=732）

（参考）当協会利用者全体の組織形態（令和5年度末現在） （参考）当協会利用者全体の従業員数（令和5年度末現在）

0～5人

82%（59,158）

6～20人

14%（9,802）

21～50人

3%（2,534）

51～100人

1%（654）
100人以上

0%（266）

個人事業主

41%（29,904）法人

59％（42,510）

（n=72,414） （n=72,414）



63%

（15）

80%

（141）
75%

（233）
73%

（123）
62%

（29）

100%

（7）

38%

（9）

20%

（35）
25%

（76）
27%

（45）
38%

（18）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

男性 女性

40代
(n=309)

50代
(n=168)

60代
(n=47)

70代以上
(n=7)

性別は「男性」が75％に対し、「女性」が25％を占める。

◇お客さまの創業当時の情報をお答えください◇
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（５）年齢 （６）性別

＜【年代別】性別構成＞（参考）令和5年度末の当協会利用者の年齢構成

年齢は、「40代」が42％、「30代」が24％と当協会利用者全体と
比較して若年層の割合が多い。

男性

75%（548）

女性

25%（183）

（n=731）

30代
(n=176)

20代
(n=24)

（n=731）

10代

0%（3） 20代

1%(1,027）

30代

11%（7,799）

40代

27%（19,633）

50代

28%（20,301）

60代

19%（13,693）

70代以上

14%（9,942）

不明

0%（16）

（n=72,414）

20代

3%（24）

30代

24%（176）

40代

42%（309）

50代

23%（168）

60代

7%（48）

70代以上

1%（7） （n=732）

「30代」～「60代」においては、年齢層が高くなるほど女性の
割合が増加している。
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◇お客さまの創業時の情報をお答えください◇

（７）創業から現在までの業歴

1年未満

18%（133）

1年以上2年

未満 18%

（133）

2年以上3年未満

22%（163）

3年以上4年未満

20%（144）

4年以上5年未満

12%（90）

5年以上

10%（69）

業歴については、アンケートに記入された創業年月から
下記のとおり区分し、集計。

記入された年月日 本集計における業歴
令和5年7月以降 業歴1年未満

令和4年7月～令和5年6月 1年以上2年未満

令和3年7月～令和4年6月 2年以上3年未満

令和2年7月～令和3年6月 3年以上4年未満

令和1年6月～令和2年6月 4年以上5年未満

令和1年5月以前 5年以上

（n=732）

業歴は「2年以上3年未満」（22％）、次いで「3年以上4年
未満」(20％）と続く。



Ｑ１．創業時の概要についてお伺いします。

（１）創業にかかった費用総額

0～250万円以下

25%（187）

250万円超～

500万円以下

28%（202）

500万円超～

1,000万円以下

26%（194）

1,000万円超～

2,000万円以下

15%（108）

2,000万円超～

3,500万円以下

4%（28）

3,500万円超～

2%（14）
（n=733）

＜【年代別】創業にかかった費用総額＞

54%

（13）
23%

（40）

25%

（78）

26%

（43）
21%

（10）

29%

（2）

25%

（6）

25%

（44）

29%

（88）

29%

（49）
29%

（14）

14%

（1）

21%

（5）

30%

（53）

24%

（73）

28%

（47）
31%

（15）
14%

（1）

15%

（27）

18%

（54）

13%

（21）
6%

（3）
29%

（2）3%

（6）

3%

（10）

4%

（6）

10%

（5）

14%

（1）3%

（6）

2%

（5）
1%

（2）

2%

（1）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0～250万円以下 250万円超～500万円以下
500万円超～1,000万円以下 1,000万円超～2,000万円以下
2,000万円超～3,500万円以下 3,500万円超～

40代
（n=308）

「0～250万円以下」が25％、「250万円超～500万円以下」が
28％と500万円以下の比較的少額での創業が5割を超えている。

20代
（n=24）

30代
（n=176）

50代
（n=168）

60代
（n=48）

70代以上
（n=7）

30代～50代については、年代が高くなるほど500万円以下の比
較的少額での創業が増加する傾向にある。

＜【性別】創業にかかった費用総額＞

27%（50）

25%（135）

30%（55）

27%（147）

23%（43）

28%（151）

13%（24）

15%（83）

3%（5）

4%（23）

3%（6）

1%（8）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性

男性

0～250万円以下 250万円超～500万円以下
500万円超～1,000万円以下 1,000万円超～2,000万円以下
2,000万円超～3,500万円以下 3,500万円超～

（n=547）

（n=183）

男性に比べ女性は創業費用が少額になる傾向。

（n=730）

（n＝149）

（n=731）

【創業費用1,000万円超の創業者の業種構成】

回答者全体と比較
して、「サービス
業」「医療・福
祉」で各＋3㌽、
「不動産業」「運
輸・通信業」で各
+1㌽となったが、
有意な差はなかっ
た。
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製造業

3%

（5）
建設業

7%

（11）

卸売業

5%（7）

運輸・

通信業

3%（4）小売業

9%（14）

飲食業

15%（22）

不動産業

5%（7）

サービス業

27%（40）

医療・福祉

19%（28）

その他

7%（11）



9%

（15）
4%

（11） 5%

（8）

4%

（2）21%

（5）

27%

（47）
27%

（82）

31%

（51）
30%

（14） 14%

（1）

17%

（4）

32%

（56）
30%

（94）

23%

（39）
23%

（11） 43%

（3）

13%

（3）

11%

（20）
13%

（40）
18%

（30）

15%

（7）

29%

（2）
8%

（2）

3%

（6）
6%

（17）

4%

（7）

4%

（2）

14%

（1）
2%

（4）

3%

（9）

2%

（3）

6%

（3）

42%

（10）

15%

（26）
18%

（56）

17%

（29）

17%

（6）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0% 0％超～20％以下 20％超～40％以下 40％超～60％以下
60％超～80％以下 80％超～99％以下 100%

20代
（n=24）

30代
（n=174）

40代
（n=309）

（50代）
（n=167）

60代
（n=47）

70代以上
（n=7）
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Ｑ１．創業時の概要についてお伺いします。

（２）創業費用総額のうちの自己資金の割合

＜【年代別】自己資金割合＞

0%

5%（37）

0％超～20％以下

27%（200）

20％超～40％以下

28%（207）

40％超～60％以下

14%（102）

60％超～80％以下

5%（35）

80％超～99％以下

3%（19）

100%

（全額自己資金）

18%（130）

（n=730）

「30代」～「60代」において、若年層ほど自己資金の割合が
少ない傾向にある。

創業時の借入については、保証協会付融資に加え、日本公庫か
ら調達される事業者も多い。

｢20%超～40%以下」28%、「0%超～20%以下」27%と続く。

（３）創業費用のうち、自己資金以外の調達方法
（複数回答）

（n=728）

9(1%）

11（1%）

24（3%）

40（5%）

43（6%）

166（23%）

287（39%）

475（65％）

0 200 400 600

関連会社からの借入金・出資金

自治体等からの補助金

リース、レンタル、設備業者のローン

保証協会の保証がない民間金融機関借入

その他（具体的に）

親族・自社の役職員・友人からの支援

日本政策金融公庫からの借入

保証協会の保証付での民間金融機関借入

※（）内は回答した734先に対する割合。
複数回答のため、合計は100%を超える
（無回答：45先）



Ｑ２．創業後の概要についてお伺いします。

追加の資金調達

が必要となった

57%（408）

追加の資金調達

は必要なかった

43%（309）

（n=717）

（３）創業後の追加の資金調達の必要性

創業後に追加資金が必要となった先は、約６割に上る。
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（１）現在の売上高（創業１年未満の先は、見込み。）

500万円以下

17%（125）

500万円超～

1,000万円以下

23%（170）1,000万円超～

3,000万円以下

30%（215）

3,000万円超～

5,000万円以下

11%（82）

5,000万円超

19%（139）

（n=731）
（２）創業時の見通し（計画）と比較した現在の収益状況

見通し（計画）を大きく

上回っている

10%（74）

見通し（計画）を

やや上回っている

23%（167）

見通し（計画）通り

29%（210）

見通し（計画）を

やや下回っている

27%（200）

見通し（計画）を大きく

下回っている

11%（79）

（n=730）

売上規模は「1,000万円超～3,000万円以下」が最も多く、
30%を占める。 創業時の見通し（計画）と比較した現在の収益状況は、

見通しを下回ったとの回答が約4割となった。

（４）「追加の資金調達」の必要時期（複数回答）

（「追加の資金調達が必要となった」と回答した先のみ回答）

創業から
半年以内

半年超～
1年以内

1年超～
2年以内

2年超～
3年以内

3年超～
5年以内

5年超

85

(21%)

127

（31%)

140

(34%)

61

（15%)

23

（6%) 3

（1%)
0

50

100

150 ※（）内は「追加の資金調達が必要となった」
と回答した408先に対する割合。
複数回答のため、合計は100%を超える
（無回答：4先）

(注)回答者の業歴について留意する必要あり
6ページ(7)の業歴属性参照のこと



（５）「追加の資金調達が必要となった」理由（複数回答）（「追加の資金調達が必要となった」と回答した先のみ回答）
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Ｑ２.創業後の概要についてお伺いします。

（６）「追加の資金調達」の手当て（複数回答） （「追加の資金調達が必要となった」と回答した先のみ回答）

「事業が軌道に乗るまでの追
加運転資金として」が70％と
最も多い。
次いで、「増加運転資金」や
「規模拡大のための資金」な
ど前向きな資金ニーズも見受
けられる。

追加資金においても、協会付、
日本公庫から調達する先が多
い。

8(2%）

16（4%）

20（5%）

24（6%）

27（7%）

32（8%）

37（9%）

58（14%）

75（18%）

102（25%）

287（70%）

0 50 100 150 200 250 300 350

異業種進出や事業転換のための資金として

IT活用による業務効率化やDX推進のための資金として

補助金交付までのつなぎ資金、交付分以外の資金調達のため

従業員の教育や育成のための資金として

機械等の老朽化に伴う設備入替や改装資金として

その他（具体的に）

円安や物価高騰に対応する資金として

新店舗出店など規模拡大のための運転・設備資金として

人材の確保（雇用）のための資金として

販路拡大等に伴う増加運転資金として

事業が軌道に乗るまでの追加運転資金として

※（）内は「追加の資金調達が必要となった」と回答した
408先に対する割合。
複数回答のため、合計は100%を超える
（無回答：1先）

2（0%)

5（1%)

9（2%)

9（2%)

17（4%)

27（7%)

51（13%)

64（16%）

120（29%)

125（31%)

208（51%)

0 50 100 150 200 250

販売先への売上金回収条件の変更要請

仕入先への支払条件の変更要請

返済条件の変更を金融機関に依頼

特になにもしなかった

その他（具体的に）

経費の削減、事業の縮小

販売拡大の努力

保証協会の保証がない民間金融機関借入

自己資金や親族からの支援

日本政策金融公庫からの借入

保証協会の保証付での民間金融機関借入

※（）内は「追加の資金調達が必要となった」と回答した
408先に対する割合。
複数回答のため、合計は100%を超える
（無回答：4先）



（１）創業前に苦労した課題等について教えてください。（複数回答）

11

Ｑ３．創業期の課題や必要な支援についてお伺いします。

（２）創業後に苦労した課題等について教えてください。（複数回答）

・創業前後を通じて、資金繰り、および
「販売先（又は集客）の確保」（売上
確保に関する課題を抱える事業者は多
い。

・また、創業にあたっての各種手続き、
人材の確保については創業後において
も依然として一定数の事業者が課題を
感じている。特に、人材の確保につい
ては創業後の回答数が増加しているこ
とから、昨今の人手不足の問題の影響
が大きいことが推察される。

35（5%）

39（5%）

53（7%）

127（17%）

137（19%）

155（21%）

165（22%）

203（28%）

269（37%）

314（43％）

0 100 200 300 400

その他（具体的に）

IT機器やツール等の活用方法

取扱商品やサービスについての知識、企画・開発力

仕入先・外注先の確保や開拓

宣伝、広報、SNSの活用

経営等について相談する相手の確保

人材の確保（雇用・育成）

販売先（又は集客）の確保

資金繰り

創業にあたっての各種手続き

※（）内は回答した734先に対する割合。
複数回答のため、合計は100%を超える
（無回答：12先）

38（5%）

48（7%）

73（10%）

117（16%）

135（18%）

156（21%）

174（24%）

230（31%）

258（35%）

260（35%）

0 100 200 300

その他（具体的に）

IT機器やツール等の活用方法

取扱商品やサービスについての知識、企画・開発力

仕入先・外注先の確保や開拓

経営等について相談する相手の確保

創業にあたっての各種手続き

宣伝、広報、SNSの活用

人材の確保（雇用・育成）

資金繰り

販売先（又は集客）の確保

※（）内は回答した734先に対する割合。
複数回答のため、合計は100%を超える
（無回答：16先）



（３）創業期（創業準備から創業後概ね５年未満の時期）に相談を行った先（複数回答）
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Ｑ３．創業期の課題や必要な支援についてお伺いします。

民間
金融機関

日本政策
金融公庫

商工会議所
・商工会

税理士・
公認会計士

同業者団体や
他の経営者

信用
保証協会

自治体および
公的な創業
支援機関

相談先は
なかった
/有益な
相談先は
なかった

その他

相談先は「民間金融機関」（53％）「日本公
庫」（34％）など資金調達に関する先が多く、
次いで「商工会議所・商工会」（33％）「税
理士・公認会計士」（32％）と続く。

390

（53%)

249

(34%)
241

(33%)
234

(32%)
211

(29%) 141

(19%) 55

(7%)
52

(7%)
49

(7%)

0

100

200

300

400

500
※（）内は回答者734先に対する割合。
複数回答のため、合計は100%を超える
（無回答：7先）



2（0%）

59（8%）

74（10%）

90（12%）

136（19%）

149（20%）

172（23%）

380（52%）

415（57%）

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

その他（具体的に）

中小企業診断士など各種専門家への相談会

中小企業診断士などの各種専門家の無料派遣

特に要望することはない

税務申告や会計・記帳等に関する支援

ビジネスマッチング

経営管理等に関するアドバイス

補助金・助成金の情報提供等

創業後の資金調達

（１）当協会の創業に関する保証を利用するにあたってメリットを感じた点（複数回答）

Ｑ４．当協会の創業支援についてお伺いします。

（２）創業後に当協会に要望するフォローアップ支援（複数回答）
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10（1%）

15（2%）

51（7%）

92（13%）

110（15%）

209（28%）

265（36%）

308（42%）

322（44%）

377（51%）

0 50 100 150 200 250 300 350 400

その他（具体的に）

特にメリットはない

元金据置条件を設けやすい

創業期全体を通して、有利な条件で借入ができる

固定金利である

⾧期資金が借りやすい

金融機関や保証協会との関係を築ける

金利が低い

担保や第三者保証人が不要である

希望する額の資金調達ができた

※（）内は回答者734先に対する割合。
複数回答のため、合計は100%を超える
（無回答：11先）

※（）内は回答者734先に対する割合。
複数回答のため、合計は100%を超える
（無回答：9先）


